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はじめに 

生成 AIおよび AIエージェントの発展により、知的財産業務の多くは自動化または
高度な補助の対象となりつつある。特許調査、商標の類否判断、契約書の一次レビ
ューなど、定型的な情報処理業務においては、AIが人間の処理能力を凌駕するスピ
ードと精度を示し始めている。特に、IPランドスケープの作成や特許文献の要約に
おいて、AIは劇的な効率化をもたらしている [2] [6]。 
 

しかし、知財業務は企業の競争力そのものに関わる高度な判断を含む。未公開発明
の取り扱い、営業秘密の管理、出願戦略の策定、他社権利リスクの評価、契約上の
権利帰属の判断などは、単なる情報処理ではなく、ビジネス上のリスクとリターン
を秤にかける戦略的意思決定である。そのため、AI活用において「人間が最後に確
認する」という抽象的な精神論だけでは、実務上のガバナンスとして不十分である 

[3] [5]。 
 

本稿の中心命題は以下の通りである。 
 

知財業務における AI活用は、AIに判断を委ねることではなく、知財判断のプロ
セスを分解し、Can / Trust / Own の三軸で『任せられる範囲』を設計することで
ある。 

 

本稿では、AIに仕事を任せるための評価軸である「Can（能力）」「Trust（信頼・
検証可能性）」「Own（責任と帰属）」の三軸を知財業務に適用し、AI時代の知財
部門が採るべき具体的な業務設計のあり方を論じる。 
 



1. 知財業務における AI委任の現状と限界 

現在、知財実務における AI活用は急速に進展している。特許調査や IPランドスケ
ープ作成などの領域では、AIが膨大な文献を瞬時に処理し、劇的な効率化をもたら
している。一方で、特許明細書の完成品作成や高度な権利化戦略においては、AIの
限界も明らかになっている [6]。 
 

特に、AIの出力には「ハルシネーション（もっともらしい虚偽情報）」のリスクが
内在しており、米国では AIが捏造した架空の判例をそのまま裁判所に提出した弁護
士が制裁を受ける事件も発生している [5]。また、未公開発明を外部の AIに入力す
ることによる新規性喪失や情報漏洩のリスクは、企業の存続を揺るがしかねない重
大な問題である [5]。 
 

このような背景から、日本弁理士会や法務省のガイドラインでも、AIをあくまで
「道具」として位置づけ、最終的なファクトチェックと法的妥当性の担保は人間の
専門家が行うべきであるという「ヒューマン・イン・ザ・ループ」の原則が強調さ
れている [5] [6]。しかし、実務の現場では、どこまでを AIに任せ、どこから人間が
介入すべきかの境界線が曖昧なままである。 
 

2. Can / Trust / Own フレームワークの知財業務への適用 

AIへの業務委任を適切に設計するためには、業務を「Can」「Trust」「Own」の三
軸で評価することが有効である [4]。 
 

2.1 Can（能力・適合性） 

知財業務における「Can」は、単なるテキスト生成能力ではなく、技術的・法的な
文脈の理解力である。高い Canを示す領域としては、先行技術文献の要約、IPラン
ドスケープのためのデータ分類、商標の図形要素（ウィーン分類）の特定、契約書
からの定型条項の抽出などが挙げられる。これらはパターン認識と情報整理であ
り、AIが得意とする分野である。一方で、低い Canを示す領域としては、独立クレ
ームの作成、技術的な「飛躍」や「進歩性」の論理構築、事業戦略と連動した出願
国の選定などがある。これらは、文脈に依存した高度な推論と、未来の事業展開を
見据えた戦略的思考を要するため、現行の AIには遂行が困難である [3] [6]。 



 

2.2 Trust（信頼性・検証可能性） 

知財業務における「Trust」は、ハルシネーションのリスクと直結する。AIの出力結
果の正しさを、人間が合理的なコストで検証・信頼できるかが問われる。高い Trust

（検証容易）な領域としては、AIが抽出した検索キーワードの確認、翻訳の一次チ
ェック、形式的な期限管理などがある。これらは元データとの照合が容易であり、
誤りがあっても発見しやすい。対照的に、低い Trust（検証困難）な領域としては、
「侵害リスクなし（FTOクリア）」という消極的事実の証明や、高度に専門的な技
術分野における先行技術の網羅的調査などが挙げられる。AIが「見落とした」もの
を人間が後から発見するのは極めて困難であり、AIの結論を盲信すること（自動化
への過信）は致命的なリスクとなる [3] [5]。 
 

2.3 Own（責任・権利帰属） 

知財業務における「Own」は、法的責任とビジネス上の決断の所在である。その判
断がもたらす結果（リスクとリターン）の責任を誰が負うべきか、また、成果物の
権利は誰に帰属すべきかが問われる。AIに委ねられない Ownとしては、未公開発
明の入力可否の判断（情報漏洩リスクの受容）、他社特許への抵触判断と事業継続
の可否、最終的な特許請求の範囲の確定などが挙げられる。これらは、企業の競争
力に直結する経営判断であり、弁理士の善管注意義務や企業のコンプライアンスに
関わるため、人間（専門家・経営層）が完全に Own（所有・責任負担）しなければ
ならない [5]。また、日本の裁判所（東京地裁令和 6年 5月 16日判決）が示したよ
うに、発明者は自然人に限られ、AIは発明者になり得ないという権利帰属の観点か
らも、人間が主体となる必要がある [1]。 
 

3. 三軸に基づく知財部門の業務設計 

上記の三軸（Can/Trust/Own）を掛け合わせることで、知財業務を以下の 4つのレベ
ルに分類し、適切な委任設計を行うことができる [4]。 
 



レ
ベ
ル 

名称 
評価（Can / 

Trust / Own） 
該当業務の例 業務設計の指針 

レ
ベ
ル
1 

完全人間主導<br>

（Human-Led） 

Ownが極めて重
く、Trustが困
難、Canも限定的 

知財戦略の立案、侵
害・非侵害の最終判
断、独立クレームの
権利範囲確定、重要
契約の最終承認 

AIは情報提供（インフ
ォーム）にとどめ、人
間が 100%の責任と決定
権を持つ。 

レ
ベ
ル
2 

AI支援・人間主導
<br>（AI-Assisted, 

Human-Led） 

Canは高いが、
Ownが重く、
Trustが必須 

従属クレームの作
成、明細書初稿の作
成、IPランドスケー
プの分析と示唆出
し、契約書のリスク
条項抽出 

AIがドラフトや分析結
果を提示し、人間が必
ずレビューし、文脈に
沿って修正・承認す
る。 

レ
ベ
ル
3 

AI主導・人間検証
<br>（AI-Led, 

Human-Verified） 

Canが高く、Trust

が容易で、Own

のリスクが中程度 

先行技術文献の一次
スクリーニング、商
標の類似検索（一
次）、定型的な社内
知財相談への一次回
答 

AIが自律的に作業を進
めるが、人間が最終的
な「サニティチェック
（健全性確認）」を行
ってからリリースす
る。 

レ
ベ
ル
4 

自動化<br>

（Automated） 

Canが十分にあ
り、Trustが不要
または極めて容易
で、Ownのリス
クが低い 

期限管理のアラー
ト、公開情報のデー
タクレンジング、定
型的な書誌事項の抽
出 

AI（システム）に完全
に委任し、例外発生時
のみ人間に通知する。 

4. 結論：AIエージェント時代の知財専門家の役割 

知財業務における AI活用は、単なる「作業の自動化」から、AIエージェントによ
る「自律的なタスク遂行」へと進化しつつある。しかし、知財という企業のコア競
争力を扱う領域において、最終的な判断（Own）を AIに委ねることはできない。 
 

知財部門が採るべき業務設計は、AIの能力（Can）を最大限に引き出しつつ、検証
可能性（Trust）を担保するプロセスを構築し、人間が責任を負うべき核心部分
（Own）を明確に切り分けることである。 



 

今後の知財専門家（弁理士や企業知財部員）に求められるのは、情報検索や定型文
案の作成といった作業スキルではなく、AIが提示した分析結果やドラフトをビジネ
ス戦略と照らし合わせて評価し、リスクをコントロールしながら最終的な決断を下
す「判断力」と「オーケストレーション能力」である。AIを恐れるのではなく、
Can / Trust / Own のフレームワークを用いて「任せられる範囲」を戦略的に設計する
ことこそが、次世代の知財部門の競争力の源泉となる。 
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